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町内【建設業者】用

入札参加資格審査申請書　提出要項　　【令和６年度分】

東北町における令和６年度建設工事等競争入札参加資格審査申請書の提出方法は次のとおりです。

令和６年４月１日～令和７年３月３１日　【１年間】【１】 有効期間

受付期間

提出場所

 Ａ４フラットファイル（色指定なし）に綴じて、１部提出。（持参又は郵送）

令和６年１月１５日～２月１５日　午前９時～１２時、午後１時～４時まで（土・日・祝祭日を除く）

東北町役場　本庁舎　２階　財政課　工事検査係

ファイルの表紙及び背表紙には次のとおり記載してください。
『令和６年度競争入札参加資格申請書（建設工事）』　『業者名（商号、名称）』

１、

２、

提出書類

【４】 提出方法

【５】

【指定様式-有】（任意様式-可）

①

③

④

経営事項審査結果通知書(写）

⑤

⑥

①が一番上になるように、順番にファイルに綴る。

建設業許可証明書（写）
又は
許可指令書（写し）
※許可がない場合は添付不要

委任状

使用印鑑届

②

・１月１日現在で審査基準日から１年７ヶ月を経過していない経営事項審
査の総合評定値通知書（経審）の写しを提出。
　該当する通知書が２つ以上ある場合は最新のものを提出。

●経営審査を受けていない場合　【指定様式-有】（任意様式-可）
　　経営状況調書又は決算書（直近２年分）を提出する。
　※「財務諸表」等、これに代わる書類（写）でも可(直近２年分）

青森県上北郡東北町上北南四丁目３２－４８４
東北町役場　財政課　工事検査係　　℡0176‐56‐4068（直通）　　fax0176‐56‐3110

申請者が法人の場合は登記簿謄本(写)。
個人の場合は住民票などの身分証明書(写)。

○個人の場合（代表者分）
　　所得税、消費税・個人事業税、市町村民税、固定資産税、国保税

※いずれも未納税が無いと分かるもの　（納期限未到来は除く）

納税証明書(写)
 　【令和５年度分】
　※賦課前の場合は前年度

○法人の場合（本店所在地分）
　　法人税、消費税、法人事業税、法人県民税、法人市町村民税、固定資産税

『経営審査』、『建設業許可』を更新した場合は、直ちに提出する。

【７】 問い合わせ先
〒０３９－２４９２

【指定様式-有】（国交省統一様式等任意様式-不可）（任意様式-不可）技術職員調書

登記簿謄本(写)又は
身分証明書(写)

【６】 その他
証明書類は、申請書提出時における最新（３ヶ月以内）のものを提出すること。
郵送提出で、受領書が必要な場合は【受領書（任意様式）】【返信用封筒】を同封すること。

⑪

印鑑証明書(写)

工事経歴書（直近２年分）

⑨

⑩

営業所一覧表⑦

⑧

様式（建内-7）

様式（建内-5）

参加資格審査申請書 【指定様式-有】（任意様式-不可）
関連する運用・・・『指名願い受付の運用【1.7.1】』

様式（建内-1）

様式（建内-2）

※本社（本店）代表者が権限を委任している場合は、委任先で建設業許可
の届けをしている業種が分かる書類（営業所の建設業許可等）も併せて提
出。

本社（本店）代表者が権限を、支店又は営業所等に委任する場合。
【指定様式-有】（任意様式-可）

※本社（本店）代表者から権限を委任されている場合は、法人市町
村民税等（東北町分）も合わせて提出。

提出した書類に変更があった場合は、直ちに変更届を提出する。・・・『変更（廃業）届』
廃業した場合は、直ちに廃業届を提出する。・・・『変更（廃業）届』

様式（建内-3）

様式（建内-4）

※営業所等が無い場合は不要。　　【指定様式-有】（任意様式-可）

１件３００万円以上を記載する。
【指定様式-有】（国交省統一様式等任意様式-可）（任意様式-不可）
（経営審査の書類-可・・・この場合金額にとらわれなくてもよい。）

様式（建内-6）



様式（建内-1）

令和 6

申 請 月 日 令和 年 月 日

本社情報

郵便番号
（フリガナ）

本店住所
（フリガナ）

本店名称

代表役職
（フリガナ）

代表者名

本店ＴＥＬ
本店ＦＡＸ

支店・営業所情報

郵便番号
（フリガナ）

支店住所
（フリガナ）

支店名称

代表役職
（フリガナ）

代表者名

支店・営業所ＴＥＬ

支店・営業所ＦＡＸ

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 ほ しゅ

一般

特定

板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

一般

特定

　注 1 　　
　注 2 　　
　注 3 　　
　注 4 　　 　本社より委任を受けている支店・営業所等については、委任先で建設業の届出を行っている

業種だけとする。

　許可を受けている建設業の欄（略号の箇所）に○印を記入すること。
　経営事項の審査を受けてい建設業の欄（略号の箇所）に○印を記入すること。
　審査を申請する（指名を希望する業種）建設業の欄（略号の箇所）に○印を記入すること。

許可を受けている
建設業　【注１】

経営事項審査を受けている
建設業　【注２】

競争入札参加資格の審査
を申請する建設業　　【注３】
（指名を希望する業種）

許可を受けている
建設業　【注１】

経営事項審査を受けている
建設業　【注２】

競争入札参加資格の審査
を申請する建設業　　【注３】
（指名を希望する業種）

　　　　　－　　　　　－

連絡用　e-mail　アドレス

　　　　　－　　　　　－
　　　　　－　　　　　－

 （支店又は営業所の代表者）

（権限を委任する場合のみ記入）

青森県上北郡東北町長　様

一般競争(指名競争)参加資格審査申請書(建設工事)

年度における建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

（本店の代表者）　

　　　　　－　　　　　－

町内【建設業者】用



（千円）

月から

月まで

年

（千円）

月から

月まで

流 動

比 率

流動資産（

流動負債（

千円）
×100＝

千円）

営業年数 常勤職員の人数

（千円）

1　外国籍会社

〔国名:〕 〕

①直前々年度分決算 ②直前年度分決算

年

③前２か年間の平均実績高

年実績高

年

決 算 後 の 増 減

（千円）

合 計

（千円）

（自

己

資

本

額

②準備金・積立金

③次期繰越利益(欠損)金

④　　　　計

①（うち外国資本）
　払込資本金

額（千円） （千円）

直 前 決 算 時 剰 余 （ 欠 損 ）

金処分

外

資

状

況

（％）

％）

〔国名:

2　日本国籍会社

〕

）

（ 比 率 :100 ％ ）

〔国名:

％）（比率:

3　日本国籍会社

〔国名: 〕

〕経営
状況

設備
の額

主要
設備
の
規模

①機械装置類（千円） ②運搬具類（千円）

（比率:

③工具その他（千円） ④合計（千円）

様式（建内-2）

経営状況調書



様式（建内-3）

年 月 日

１ 、

２ 、

３ 、

４ 、

５ 、

年 月 日 から

年 月 日 まで

令和 6 4

㊞

令和 7 3

代理人の使用印鑑　（使用印鑑届けの印鑑と同じ）

を代理人と定め次の権限を委任いたします。

31

復代理人の専任に関する事項

前事項に附帯する一切の事項

1

入札・見積に関する事項

契約の締結に関する事項

代金の請求受理に関する事項

委 任 事 項

委 任 期 間

【本社実印】

会　社　名

受任者職氏名

委 任 状

東 北 町 長 様

委　任　者

令和

私は、 住　　所

住　　所

㊞
会　社　名

代表者職氏名



様式（建内-4）

使用印と共に使用する場合にのみ押印。 委任者がある場合は、委任先の使用印鑑。

※無い場合は不要 ※実印と同じ場合は不要

年 月 日

【本社】

※本社の実印

使 用 印 鑑 届

代表者職氏名

使 用 印

　上記の印鑑は、入札、見積、契約の締結並びに請負代金等の請求及び受理のため
に使用したいのでお届けします。

令和

（角印）

会 社 印

住　　所

会　社　名



様式（建内-5）

営業所一覧表

所　　　在　　　地 電話・ＦＡＸ番号営 業 所 名 称



様式（建内-6）

工 事 経 歴 書

業種 会社名

発注
年度

発注者
工事
番号

工事名 完成日
工事成績評定点
成績評価を受けていない場

合は不要

単体/ＪＶ
の別

最終請負金額
JVは出資割合による
税込み【単位：円】

元請/下請
の別

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

注１ 業種毎に作成する。
注２ 直前２年の間（令和４年１月１日から令和５年１２月３１日まで）に完成した工事について記載すること。
注３ 最終請負金額が１件３００万円以上を記載する。



様式（建内-7）

会社名

名　　称 取得年月日

注１

注２

注３

注４

注５

注６

『土木一式』『建築一式』の資格の詳細については、【別添】を参考にして記載すること。

記入した者について、資格証の写し、又はそれに代わる書状等の写しを添付すること。

実務経験による技術者の場合は、実務経験証明書（任意様式）を添付すること。

常時雇用されている者について記入すること。

取得している免許すべてを記載する。（経営事項審査にとらわれない）

本社より委任を受けた支店等の場合は、当該支店等に常駐する者を記載する。

技 術 員 調 書

№
法令による免許等

氏　　　名
監理技術者
資格者証番号

生年月日
雇用開始
年月日



別添
資格区分

１級土木施工管理技士

２級土木施工管理技士

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士

技術士

１級建築施工管理技士

２級建築施工管理技士

１級建築士

２級建築士

説　　明

建築士法第４条第２項の規定による２級建築士の免許を受けた者

建設業法第27条第１項の規定による技術検定のうち検定種目を２級の建設機械施工とす
るものに合格した者

技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定によるに技術士試験の第２次試験
のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目を「農業土木」とするものに限る。）、林業
部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）又は水産部門（選択科目を「水産土木」
とするものに限る。）とするものに合格した者

建設業法第27条第１項の規定による技術検定のうち検定種目を１級の建築施工管理とす
るものに合格した者

建設業法第27条第１項の規定による技術検定のうち検定種目を２級の建築施工管理（種
別を「建築」とするものに限る。）とするものに合格した者

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第27条第１項の規定による技術検定のうち検定種目
を１級の土木施工管理とするものに合格した者

建設業法第27条第１項の規定による技術検定のうち検定種目を２級の土木施工管理（種
別を「土木」とするものに限る。）とするものに合格した者

建設業法第27条第１項の規定による技術検定のうち検定種目を１級の建設機械施工とす
るものに合格した者

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第４条第１項の規定による１級建築士の免許を受け
た者


